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２．近年発生した地震に関連して得られた重要な成果 
 
２−１．⽇向灘の地震と南海トラフ地震臨時情報*の発表について 
 
 日向灘では2024年８月８日にM*7.1の地震が発生し，宮崎県の日南市で最大震度*６弱を
観測した。この地震は南海トラフ地震の想定震源*域*の⻄端付近で発生したものであり，「南
海トラフ沿いの地震に関する評価検討会*」での検討を受けて，「南海トラフ地震臨時情報（巨
大地震注意）」が気象庁から発表された。また，2025年１月13日にはM6.6の地震が2024年
の地震の近傍で発生した。これらの地震は，フィリピン海プレート*と陸側プレートの境界
断層で発生したものであるが，地震の前後にはプレート境界*断層でスロースリップ*やアフ
タースリップ*などのさまざまなスローなすべりが発生していることが明らかになった。 
 
 国土地理院GEONET*の観測点に加えて，宮崎県・鹿児島県内に14ヶ所のGNSS*（全球測
位衛星システム）連続観測点が設置され，地殻変動*のモニタリングが継続して行われてい
る。これらの観測網によってM7.1とM6.6の地震時の地殻変動が捉えられた（図H1）
［DPRI09］。 

 

図 H1．日向灘沿岸域におけるGNSS観測結果［DPRI09］。2024年７月以前の定常トレン
ドを差し引いて非定常地殻変動*成分を表示している。赤丸は, 各期間に発生した地震の震
央*分布を表し，M7.1とM6.6の地震については発生から１週間以内に発生した地震を表示し
た。 
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また，2024年の地震後には余効変動*があったことが明らかになった。地殻変動の観測結

果から推定された震源断層*モデルによると，２つの地震のすべり域は南北に隣接しており，
重なりはみられない。さらに，2025年の地震のすべり域は1996年10月と12月に発生したプ
レート境界地震（それぞれM6.9，M6.7）のすべり域と重なっていることが分かった（図H2）。
すなわち，2025年の地震では，1996年の２つの地震を合わせた領域が約28年間を経て，同
時にすべったと考えられる。国土地理院GEONETの観測結果［GSI_01］によると，2024年
の地震に先立って2023年後半から震源域の⻄側でモーメントマグニチュード*（Mw）5.9の
スロースリップが発生していたことが明らかになった。 

 

図 H2．GNSS観測結果から推定された日向灘における４つのプレート境界地震の震源断層
モデル*［DPRI09］。実線と破線からなる⻑⽅形がそれぞれの地震の震源断層モデルを表し，
実線が浅い⽅の辺を表す。断層モデルと余震*を含む震央分布（丸）は，1996年の2つの地震
（ M6.9(Mw6.7)と M6.7(Mw6.7)） ， 2024 年 の地 震 （ M7.1(Mw7.0)） ， 2025 年 の地 震
（M6.6(Mw6.9)）に対応してそれぞれ灰色，赤，⻘で表示している。 
 

また，2024年の地震後の余効変動がアフタースリップによるものだとすると，その規模
は地震後38日間でMw6.7に達しており，発生域は2024年の地震の震源域の東側と⻄側の両
⽅に広がっていた。このうち，⻄側のアフタースリップの発生域の端を震央として2025年
の地震が発生した（図H3）。継続したモニタリングによって明らかになった，地震前に発生
したスロースリップ，地震が発生した時のすべり，地震が起きた後のアフタースリップの発
生域の間の位置関係，さらには過去の地震の震源域との関係の把握は，地震発生ポテンシャ
ル*の評価にとって重要な成果である。 
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図 H3．2024年の日向灘の地震後のアフタースリップ分布と地震の震源域の関係［GSI_01］。
1996年の２つの日向灘地震（10月：⻘，12月：緑）と2024年日向灘の地震（⿊破線），お
よびそのアフタースリップ（カラースケール）のすべり分布を等値線で表示。星印は2024年
の震央，赤丸は，2025年１月13日の震央と余震分布。矢印は，アフタースリップのすべり
⽅向及び大きさを表す。 
 

南海トラフ地震臨時情報の発表についての認知度や，発表を受けた防災行動の実態など
について，全都道府県を対象とした調査が臨時情報発表の翌日から行われた［III_01］。その
結果，臨時情報を見聞きしたとの回答は約8割であったが，呼びかけられていた「日ごろの
地震への備えの再確認」を行ったと回答した割合は極めて低かったことが明らかになった
（図H4）。これは，一部の報道で巨大地震注意を呼びかける期間が１週間であることが強調
されたため，日頃からの備えを確認するという重要なメッセージが伝わらなかった可能性
がある。今回の調査結果は，災害情報をより効果的に伝える表現技法の開発に生かされるこ
とが期待される。 
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図 H4．南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の入手先（赤）と，入手後の行動に対す
る回答（⻘）［III_01］。 
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２−２．令和６年能登半島地震について 
 

石川県能登半島の北東部においては，2020 年 12 月頃から地殻*内での地震活動が活発化
し，2022 年度以降，科学研究費助成事業および，地震・火山噴火予知研究協議会*（現在の
地震火山観測研究推進協議会）からの各課題への追加予算により，その発生原因を調べる観
測・研究が進められていたが，2024 年１月１日には M7.6 という地殻内地震としては極め
て規模の大きな地震が発生し，多大な被害が生じた。この地震の実態や，一連の地震活動に
おける大地震に至る過程の研究について，昨年度は以下の２つの特筆すべき結果が得られ
た。 
 

1 つ目は，M7.6 の地震の余震やすべりの分布についてである。余震の震源決定について
は，本研究経費に加えて，科学研究費補助金特別研究促進費により，自己浮上式海底地震計
（OBS）を用いた海域緊急余震観測を各大学・機関合同で地震直後に実施した。そのうち 26
台の短期収録短周期型 OBS を用いて，本震*発生１ヶ月後から約１ヶ月間について，これま
でその詳細が明らかでなかった海域での余震震源分布と発震機構*解を求めた。その結果，
余震の震源は深さ約 17 km よりも浅く，上部地殻*内において活発であることがわかった。
また，深い地震は海域にあたる震源域最東部に多く位置していること，多くの地震が北⻄-
南東⽅向の圧縮応力*で起きていたこともわかった（図 N1，Shinohara et al., 2025)[ERI_08]。 
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図 N1．2024 年能登半島地震（M7.6）の震源域東部での海域地震観測による余震の震源分
布（Shinohara et al., 2025）[ERI_08］）。カラーの丸は余震分布，赤四角は設置した海底地
震計の位置を表す。先行研究（日本海地震・津波調査プロジェクト）により想定されていた
震源断層モデル(NT2-NT6)を⻑⽅形で示す。解析期間は，2024 年１月 24 日から２月 22 日
までで，マグニチュードが 1.6 以上の気象庁震源リストにある地震を再決定した。 
 

また，海域での M7.6 の地震でのすべりに関して，津波の観測データをもとにした推定も
行われた。陸域で観測された地震時地殻変動に基づいた国土地理院による断層モデル（2024
年２月 29 日版）から計算した津波では，観測津波波形を十分に再現することができず，こ
のモデルよりもさらに北東域に波源*が必要であることがわかった（図 N2，Yamanaka et al., 
2024)[HKD_05]。この津波データから得られた津波波源の位置は上記の震源分布の北東限
ともよく一致している。ただし，先行研究（日本海地震・津波調査プロジェクト）により想
定されていたこの地域の震源断層モデルと余震分布を比較すると，震源断層モデルの北東
端領域の北側半分では余震活動が活発でない。今後この部分が割れ残っているのかどうか，
より詳細に検討していく必要がある。 
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図 N2．2024 年能登半島地震における飯田港，直江津の津波波形を説明するための追加波
源の推定結果。 能登半島北東沖に示す実線の等値線が推定された追加波源。 
 

さらに余震の分布の解析からは，浅部が高角，深部が低角の形状（リストリック*な形状）
をした断層の存在の可能性が示唆されていたが，測地データからも，リストリックな形状の
断層によるすべりのモデル化*（すべり分布の推定）が行われた。ここでは，まず，国土地
理院 GEONET，SoftBank，大学の臨時観測による GNSS データおよび InSAR*データを併
用して推定した。SoftBank の GNSS 観測点を用いることで特に InSAR データでは感度が
ない南北成分の変位を含めて高い空間分解能で地殻変動分布を得ることに成功し，それら
から地震時断層すべりを推定した。その結果，能登半島北岸下の２箇所に大すべり域が存在
することをあらためて示すことができた（図 N3，Yamada et al., 2025)[THK_09，THK_12]。 
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図 N3．測地データを用いた 2024 年能登半島地震の地震時すべり分布推定結果。浅部が高
角，深部が低角の断層面(リストリックな断層面)を仮定した結果。 
 

このように，陸上のみのデータでは精度に限界があった，海域でのすべりや余震分布の詳
細が明らかになったほか，複数のデータを用いて本震すべり分布の実態が明らかになった。 
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２つ目は，一連の地震活動の背景にあると考えられている流体の関与や地殻構造につい
てである。まず，2024 年１月１日の M7.6 の地震の前の地震活動については，震源分布の
丁寧な解析により，既知の活断層*の深部延⻑よりも深い場所に活断層の深部延⻑と平行な
面を形成するような地震活動が存在していることが明らかになった。この地震活動域（珠洲
伏在断層）において，地震前に M7.6 の地震の震源に向かって⻄向きおよび鉛直上向きの２
つの震源移動が見られた(図 N4)。このことは，流体が本震前に深部の微細断層を通じて震
源付近にまで移動していたことを示唆している（Yoshida et al., 2024)[DPRI02]。 

 

図 N4．(a) 本震破壊が開始した断層（珠洲伏在断層）上での微小地震の移動と本震時準鉛
直変位 (Yoshida et al., 2024)。丸は本震発生前の地震の震源を示し，色は発生日を表す。濃
赤色の四角は余震を示す。背景のグレースケールは本震時準鉛直変位を，緑と⿊の等値線
は，それぞれ 2023 年 Mw6.2 地震と 2022 年 Mw5.2 地震の地震時すべり分布を表す。赤，
緑，シアン，⻩，⿊の星印は，それぞれ本震，2023 年 Mw6.2 地震，2022 年 Mw5.2 地震，
本震直前の前震*，および本震発生 1 日以内の前震の震源を示す。(b) x 軸から 1km 以内の
本震時準鉛直変位。(c) x 軸⽅向（a に示す）における珠洲伏在断層上での微小地震の移動。
縦軸は本震までの日数を表す。  
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震源分布と地震波速度で見た地殻構造を検討した結果，低ブーゲー重力*異常*域の直下に
あたる 2024 年 M7.6 地震の断層モデルの深部延⻑に，高 Vp（Ｐ波*速度），高 Vp/Vs*（Ｐ
波速度とＳ波*速度の比）の領域が確認された。また，M7.6 地震のすべり域付近は低 Vp，
低 Vp/Vs となっている。高 Vp，高 Vp/Vs 領域の原因として中新世に形成されたカルデラ*

の古いマグマ*溜まり*が固化したものが存在するためであることが考えられる。それを経由
した，周囲への水の移動により，地震活動が発生したと考えられる。また，M7.6 地震のす
べり域付近の低 Vp，低 Vp/Vs の原因としては，⻑期の地震活動と関連し水と共に移動した
SiO2 の濃集が考えられる（図 N5，岡田・2024 年能登半島地震陸域余震観測グループ，2024）
[THK_11]。 

  

図 N5．能登半島北東部の地震波速度（Vp：P 波速度，Vs：S 波速度）構造。(a) 深さ 18 
km の Vp/Vs 分布。赤点線の楕円は低ブーゲー重力異常域を示す。白星，小白星，赤星は
それぞれ 2023 年 の M6.5 の地震，2024 年 1 月 1 日 16 時 06 分の M5.5 の地震，16 時
10 分の能登半島地震（M7.6)の震央を示す。白及び⿊の点は M7.6 発生前及び発生後の地
震を示す。赤四角は使用した観測点を示す。 (b)Vp/Vs の C-C’鉛直断面図。破線の丸領域
は高 Vp，高 Vp/Vs 領域，破線の四角領域は低 Vp，低 Vp/Vs 領域を示す。(c)Vp の C-
C’鉛直断面図。灰及び⿊の点は，M7.6 発生前及び発生後の地震を示す。(b)，(c) には，日
本海プロジェクトによる断層モデルを赤線で，国土地理院による断層モデル（2024 年 1 月
30 日時点）を紫線で，太田・山田 (2024) による断層モデルを⻘線で，それぞれ重ねて示
す。 
  




